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要旨
平和のための教育は古代から現代に渡り世界中で実施されてきているが、 現在、 世界が平和を達
成しているとは言い難い。 その一因が教育にあると考えると、 現行の平和のための教育には何が足りな
いのだろうか。 平和のための教育の究極の目的が平和に資する人材の育成だとすると、 学習者は認
知的 ・情意的脱中心化を促進し、モラル、価値、スキルを向上させる必要があると考えられる。このため
には、 教える内容の欧米発祥の理論への偏り、 知識偏重型であるという課題、 教室で教えることを中
心とした固定化された教授法が、 現状の平和のための教育の限界だと指摘されている。 本稿では、
これらの限界を乗り越える形で実施されている東京外国語大学平和構築 ・紛争予防講座のオンライン
での多国間の授業を取り上げ、 その効果を考察した。 その結果、 学習者は所属大学で国際的なオン
ライン授業に参加したことにより、 異文化間能力が向上した可能性が示唆された。 現在、 世界中でコ
ロナ禍により移動や対面の制限があるが、 オンラインを有効に用い海外と共同授業を行う教授法により、
学習者の視点を多様化させる学びを促進することを期待したい。
Abstract
Education for peace has been conducted for a long time from the ancient time to the mod-
ern age. However, when paying attention to the world situation, it cannot be said that the world 
achieved peace. To attribute the cause to the shortage of education for peace, what would be 
the limitations in current education for peace? If we suppose the ultimate goal of the education 
for peace is for learners to contribute to peacebuilding, learners need to promote cognitive and 
affective decentering and to equip appropriate moral, value and skills. To materialize this goal, 
it is pointed out that the insuffi cient content, knowledge-centered approach and infl exible mode 
of delivery would be the limitations of current education for peace. To overcome these barriers, 
Peace and Confl ict Studies, Tokyo University of Foreign Studies has conducted the multilateral 
online education program and this paper discussed the effectiveness of the program. The fi nding 
was that there was the possibility for this online education program to promote learners’ inter-
cultural competence. At this moment, we are suffering from COVID19 and curfew is imposed 
in many areas of the world. This study would like to suggest effectively utilizing online mode of 
delivery for education with multilateral and multicultural connection to diversify students’ view-
points or perspectives for their fruitful learning even in this diffi cult situation.
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はじめに
平和のための教育は、 長きにわたり世界中で取り組まれてきた。 しかし、 世界が平和を達成している
とは言い難い。 その要因にはさまざまなものがあるが、 平和のための教育に一因を帰すと考えた場合、
何が問題、あるいは不足してきたのだろうか。 本稿では、教育で平和は作れるのかという問いを掲げる。
つまり、 教育が平和に資する人材を育成することができ、 その人材が実際に平和を創造することに貢
献するのかという問いだ。 そのためにまず、 過去に、 世界で、 そして日本で行われてきた平和のため
の教育について振り返り、 平和のための教育により達成したい目的を定義する。 そして、 平和のための
教育の学習理論上の位置付けを整理した上で、 既存の平和のための教育の限界を洗い出す。 それ
から、 その限界を補う形で実施されている東京外国語大学の平和構築 ・紛争予防講座でのオンライン
授業について、 プログラム評価の枠組みを用いて効果を検証した結果を報告したい。 本稿では、 プロ
グラムの効果測定の結果報告において、 平和に資する人材のスキルとしても必要とされている異文化間
能力に焦点を当てた。 なお、 平和のための教育には平和教育、 平和学、 平和構築・紛争予防学、
紛争解決学等さまざまな学問領域が存在するが、 本稿では、 これらの平和のための教育を包括し便
宜的に平和教育と呼ぶこととする。 なお、 本実践と研究は文部科学省による大学教育の国際化推進プ
ログラム (2006年採択 )、科学研究費基盤研究 (A)伊勢崎賢治代表 (2011年度採択 )、科学研究費
基盤研究 (B)伊勢崎賢治代表 (2015年採択 )、 科学研究費基盤研究 (C)宮城徹代表 (2016年採
択 )により促進され、 多くの部分をこれら科研等の代表者、 分担者である東京外国語大学教授伊勢
崎賢治氏、 元東京外国語大学教授宮城徹氏、 南山大学准教授池田満氏と協働した。
1. 平和のための教育
平和のための教育は、 公教育では幼稚園から大学、 非公式の教育では生涯教育を含め行われて
いる。 幅広く捉えると平和のための教育のテーマとしては、 人権教育、 国際理解教育、 紛争解決、
開発教育等、 多岐に渡る [Harris & Morrison 2003]。 より具体的なものになると、 紛争地域の子ど
もや若者を対象にして行われる、 彼らが過激派暴力組織にリクル トーされる脆弱性を減らすための教育
などもある [International Alert 2017]。 本稿で着目する高等教育における平和のための教育は、 平
和学、 平和構築 ・紛争予防学等さまざまな領域があるが、 根底にはより良い社会への変革のための
理論と実践の統合という共通の目的がある [児玉 ・佐藤 ・中西　2004]。 平和学の父と言われている
Galtung(2008) によると、 平和学は 1960年代の核軍備拡張に呼応する形で発展してきた。 一方、 平
和構築 ・紛争予防学は近年、 国際政治学の分野から派生してきたと言われている。 また、 世界では
40カ国以上で 450以上の学部、 修士、 博士課程の平和と紛争に関するプログラムが存在する [Alger 
2007]。
実際に教育現場で行われてきた平和教育は、 上述したものの他にもさまざまな取り組みがある。 平和
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教育の定義として、 次のようなものがある。 Harris(2002)は、 平和教育とは平和的に生きることを促進
することと言っている。 Salomon(2002)はもう少し具体的に、 平和教育とは、 非暴力的な性質と紛争
解決の技能を培うことだと主張している。 平和教育がさまざまに捉えられるのは、 そもそも平和という概
念が実に多様に定義され得るからであろう。 平和に関する有名な定義としては、 Galtung(1975)の消
極的平和と積極的平和がある。 消極的平和とは、 直接的な暴力や戦争のない状態を指す。 積極的
平和は、 構造的暴力、 すなわち構造的に固定化された貧困、 差別や個人の潜在能力を十分に活か
すことのできる状態を妨げるような人権侵害などの暴力のない環境を指す。 いずれも、 平和とは、 暴力
のない状態と結論づけることができる。 Harris(2002)は平和を内的なものと外的なものに分けた。 内的
な平和は、 他者に対して思いやりや敬意を持つことのできる精神的安定性であるとし、 外的な平和は、
家庭環境から国際関係まで含めた人間関係が社会的に安定している環境を指す。 これらのさまざまな
定義の元に、 多くの教育者 ・実務家が平和のための教育を実践してきた。
1. 1. 世界が取り組んできた平和教育
平和教育の起源は数千年前に遡ることができる。 孔子、 老子、 モーゼ、 仏陀、 ムハンマド、 イエ
ス ・キリストなどが代表的な主導者としてあげられる [Harris 2002; Duckworth 2008]。 その後、 17世
紀に平和教育を推進した人物としては、 後年アメリカの公教育システムの構築に影響を与えたとされるヨ
ローッパの教育者であるコメニウスが著名である。 彼は平和への道は普遍的に共有された知識を通して
達成されると述べた [Harris 2002]。
教育学、 心理学の著名な研究者、 実務家も平和のための教育に取り組んで来た。 John Deweyを
はじめとする哲学者、 平和教育の卓越した推進者は、 国際理解を推進することと、 戦争のきっかけと
なりかねない間違った形の愛国心と国粋主義を軌道修正した平和主義が重要だと主張した [Howlett 
2008]。 また、 Deweyは異なる文化と世界の状況を理解することも不可欠だと述べた。 しかし彼は第
一次世界大戦開始の折に、 時のアメリカ合衆国大統領であったウッドロウ ・ウィルソン支持のため、
民主的な世界秩序を普及させるためには暴力の使用は効果的な手段であると主張していた [Howlett 
2008]。 これをコロンビア大学時代に彼の学生であったBourneから痛烈に批判されたことをきっかけとし
て、 Deweyはその後のキャリアにおいて平和教育を推進することになったと言われている。 児童発達
心理学の大家である Jean Piagetも、 教育を通して世界平和を実現することを強く主張したうちの一人
であった。 教育による平和を支持するために、 彼は現在のユネスコ国際教育局の代表を務めた。 彼
はそこで、 全ての国々、 民族また宗教の間での理解、 寛容と友好を目的とした国際教育を推進した
[Piaget 1974]。
欧米において今のような形の平和教育の必要性が主張されるようになったのは、 1970年代からである
[Percival 1989:115]。 欧米では、 平和研究が平和教育の発展に大きな影響を与えていると言われて
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いる [村上　2009]。 第二次世界大戦を受けて国際政治学の領域から 「戦争学、 戦略学、 紛争学
が生まれ、 その後に平和の形成を研究対象とする 『平和研究』 が成立」 した [村上 2009:30]。 1950
年代中盤から60年代前半にかけて、 世界は資本主義と社会主義の国家間での政治、 イデオロギー
対立の東西冷戦の緊張に直面していたため、 平和研究は緊張緩和、 核戦争予防、 紛争の解決にそ
の焦点が当たっていた [村上 2009:31]。 1960年代末から70年代の頃には東西の国家間の緊張緩和
が進んできた。 これに伴い、 冷戦期の緊張が強かった時代のような直接的な物理的暴力に対処する
方策を研究することから、 相対的な、 社会的、 政治的要素の絡んだ貧困、 差別問題等のGaltung
の言うところの構造的暴力を解決することへ関心が移っていった [村上 2009:32]。 そして、 平和とは戦
争や直接的暴力をなくすだけではなく、 社会に組み込まれている構造的暴力をも排除していくべきだと言
う平和研究の流れを受け、実際に個人が平和を創造する担い手となるための平和教育が発展してきた。
平和教育を実践する上での注意点として、 Galtung(2008)は、 その実践方法が平和の理念と矛盾
するものであってはならず、 直接的、 また構造的暴力を排除する必要があると説いている。 そして、
平和教育は平和研究、 平和教育と平和実践の 3つの領域の組み合わせで開発されるべきだと主張し
ている。 また、主なテーマとしては、積極的平和、人権や調和が達成されるための開発に関するテーマ、
紛争の状況や紛争解決を調査するための紛争に関するテーマ、 開発や紛争解決の手段に関するテー
マ、 理想的な未来に向けた提案を考えるテーマが扱われるべきだとしている [Galtung 2008]。 教育内
容の開発においては、 その教育のゴールを設定することも重要である。 Harris(2002)によると、 平和
教育のゴールとしては 10の項目が挙げられると言う。 それは、 平和教育を通して学習者が、 平和の概
念の多様さ、 豊かさを理解する、 恐れ ・恐怖にも着目する、 安全保障に関する情報を理解する、 暴
力的な行為について理解する、 異文化理解を促進する、 将来への指針を見出す、 プロセスとしての
平和を理解する、 社会正義の概念を推進する姿勢を身につける、 生命に敬意を払うようになる、 暴力
を終わらせる方法を考えることができるようになることである。
1. 2. 日本が取り組んできた平和教育
日本での平和教育の取り組みを議論するにあたり、 第二次世界大戦以降を振り返りたい。 日本の
戦後の教育は、 戦時中の教育体制から完全に脱却するためにGHQによって基本方針が制定された
[村上　2009:71]。 教育における軍国主義や国粋主義的なイデオロギー普及の禁止、 その普及に加
担すると思われる教員や教育関係者の追放、 神道が国家主義的イデオロギーの喧伝に利用されないた
めの学校教育と神道主義の分離、 国家主義的イデオロギーの喧伝に利用された代表的な科目である
「修身」、「日本歴史」および「日本地理」の授業の停止が GHQより指示された [村上　2009:72]。 また、
教育勅語は戦前に忠君愛国を説いた教育の支柱であったため、 国会で 1948年 6月に無効化された
[村上　2009:73]。
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日本の第二次世界大戦の敗戦後に新しく制定された日本国憲法、 教育基本法には平和主義の原則
が盛り込まれた[村上　2009:49]。そして、雑誌「教育」の1949年 10月号では、平和のための教育とは、
「平和についての言葉と観念の教育ではなく、 平和を求める態度と能力の教育である。 それは根本的
には民主主義的な人間教育そのものに他ならない」 と主張され、 平和教育を心情の教育であり科学的
英知の教育であると総括した [村上　2009:50]。 また、 この平和教育の一義的な目的として、 戦後の
荒廃からの脱却のために日本が経済的に自立できる 「平和産業国家」 になるための担い手としての若
者の育成を掲げた [宮原　1950:11]。
1951年にサンフランシスコ講和条約が調印され、 連合軍による占領の終了とともに日本が独立し、
平和教育で被爆体験を伝えることが行われるようになってから、 平和教育は大きく進展する [村上　
2009:50]。 長田新が考案した被爆体験をもとにした平和教育は、 「戦争惨禍の体験を伝えることを通じ
て平和主義的態度を形成する」 ことを目的とし、 「戦後日本の平和教育実践の原型の一つ」 を形成し
た [村上　2009:75]。 これには原爆を扱った映画を見せることや、 被爆体験を伝える心情的平和教育
に焦点が当てられていた。 しかし、 1950年代のうちに、 その心情的平和教育のみでは不十分だと言
う声が上がり始めた [村上　2009:62]。 丸木 (1965:18)は、 子供達に戦争の悲惨さを表現した映画を
見せるなどして戦争憎悪の気持ちを掻き立てるのは容易いことであるが、 「感性的 ・主観的 ・情緒的な
ものは、 簡単に湧出するがまた消失するのも早い」 と指摘している。 彼は、 平和を実践する子供を育
成するためには、 感性的なものに訴えることはきっかけとして重要だが、 戦争のメカニズムを科学的に理
解させることもまた肝要と説いた。
湾岸戦争を契機として、 1990年代中盤から、日本の今までの平和教育に対する批判が高まり始めた。
藤岡 (1993)によると、 湾岸戦争が、 日本が拠り所としてきた憲法の平和主義の理想を破綻させるに十
分な事件だったためだ。 藤岡の主張は、 国際的な状況の変化に合わせて、 日本の既存の平和教育
の根幹であった過去の戦争の反省と身近な平和に関することを扱う内容は変化させざるを得ないだろうと
いうものだった。 藤岡 (1995)は、 既存の平和教育は戦争の恐ろしさを認識させ軍事、 自衛隊へのア
レルギーなどを醸成するのには役立ったと考えたが、 これに偏るあまり、 既存の教育を 「今後戦争を起
こさずに国際紛争を処理するには何が必要かと言う具体指針となるような史実についての知識、 ならび
にそこから引き出される教訓が欠けていると批判」 した [村上　2009:63]。 この原因としては、 日本の
戦後平和教育が戦争否定を普遍的な価値として捉えており、 紛争や戦争の起きる状況や各国の主張
の分析を行ってきていないためであると結論づけた [江間 1993]。この流れの中、日本の高等教育では、
1990年代から日本のみならず国外も対象に、 テーマとしては戦争、 紛争関連のみならず積極的平和を
達成することを目的とした構造的暴力排除を目指し、 人権、 環境問題など広義の平和の概念を捉える
傾向が強まった [岡本 1997:229]。
日本の学術界では 1970年代に平和学が脚光を浴び始め、 1973年に日本平和学会が設立された。
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そして 1980年代には平和学が学問として位置付けられるようになり、 大学において平和学に関する講
義が広く開講されるようになった。 この動きとともに、 平和教育を授業題目に冠する授業科目が登場し始
めている。 例えば 1982年に神戸大学教育学部にて 「平和教育の理論」 と 「平和教育の実践」 の二
本柱で構成された 「平和教育」 の講義が登場し、 13名の教育学部教員が各自の専門領域に関連づ
けた内容の講義を行っている [村上　2009:91]。 また、 滋賀大学では 1987年にこちらも教育学部にお
いて、 核戦争、 人権、 国際理解などをテーマとし、 教職を目指す学生たちに対して講義が行われて
いる [村上　2009:91]。
1. 3. 平和教育の学習理論における位置付け
上述したように、 日本を含め世界中で多様な平和教育が取り組まれてきた。 しかし、 その平和の定
義にもよるが、 現状、 世界が平和を実現しているとは言い難い。 その理由には多種多様なものがある
に違いないが、 平和教育にその一因を帰すとし、 今まで行われてきた平和教育を一歩進んだものにす
るためにはどのようにすれば良いかを考えたい。 そのため、 現状の平和教育の限界あるいは不足をあぶ
り出すため、 平和教育を学習理論により捉えると現状行われている試みはどこに位置付けられるかにつ
いて考察する。
学習理論を遡ると、 人の行動は外部からの刺激で決まるという行動主義 （Behaviorism）、 学習
は伝えられた知識の内部での認知処理により起こるという認知主義 （Cognitivism）、 知識はただ単
に伝えられるだけでなく、 学習者の過去の知識や経験により再解釈され構成されるという構成主義
（Constructivism） が論じられてきた。 刺激を与えることで新しい行動を学習するという行動主義の第
一人者といえば Burrhus Frederic Skinner(1948)である。 彼は、 報酬と罰を用いて、 学習者に自
発的にある行動を学習させるというオペラント条件付け理論を開発した [Skinner1948]。 この行動主義
は、 外的環境にのみ着目していたので学習のプロセスが客観的に観察できた。 しかし、 学習におけ
る学習者の内面については全く触れられなかったため、 その後、 認知主義が発展した。 認知主義で
は、 行動主義においてブラックボックスのように扱われていた学習者の内面に着目し、 入ってきた情報
がどのように処理され、 記憶され、 引き出されるかというプロセスについて研究された [Smith & Ragan 
1999:20]。 この情報処理の過程に着目したため、 認知主義と呼ばれる。 しかし、 認知主義では、 学
習者が既に持っている経験や社会的関わりについては触れられなかったため、 構成主義ではその部分
にも着目された。 Merrill(1991) によると、 構成主義では知識は経験により構成され、 学習は個人が外
的世界を経験に基づき意味づけすることの動的なプロセスであり、 また学習はさまざまな側面により構成
され現実世界との関わりなしでは行われ得ないと主張されている。 Lev Vygotskyの最近接領域説（zone 
of proximal development） では、 学習者の 「できる」 ことと 「できない」 こととの中間に、 他者の助
けがあればできるようになる領域があることが述べられている。 知識は助けてくれる他者などとの関わりに
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より社会的に形成される場合もあり、 これは社会的構成主義と呼ばれる。 知識は環境に依存しており、
学習は常に自身の経験 ・体験と、 他者からの影響を受けながら行われる社会的なものだという主張であ
る [久保田 1995]。
どのように教えるかということを考えるためのインストラクショナル・デザインの分野で著名なGagne(1985)
によると、 学習とは行動に影響を与える学習者の既存の考え方や能力に変化をもたらす過程と定義され
ている。 学習目標の分類については、 Bloomら (1956)の認知領域、 情意領域、 精神運動技能領
域という3つの分類が有名である。 認知領域は知識に関する頭脳の領域、 情意領域は感情、 態度、
価値観に関する心の領域、精神運動技能領域は運動や操作に関する身体能力の領域であるとされる。
認知領域では、 その達成段階が階層分けされている [鈴木 2020]。 まず知識の獲得をする。 その知
識を利用できる状態にするために理解する。この知識を実際の問題解決等に利用するために応用する。
そして取り組んでいる問題の要素を、 知識を使って分解、 再構築するために分析する。 それらの個別
の問題をまとめて全体像を把握するために統合する。 さらにその意味づけについて判断するための評価
する能力に段階的に分けられる [鈴木 2020]。 情意領域もこのように達成段階が階層分けされる。 現
象を受け入れる、 現象に反応する、 時に行動にも結びつく結果を生む現象を価値づける、 価値づけた
ことを既存の価値観と合うように、また新しい価値観を生むように比較、関連、統合しながら組織立てる、
そして一貫した普遍的な行動を統制する価値を内面化することである [Clark 2020]。
Salomon(2002)、 村上 （2009）、 Galtung(2008)、 Harris(2002)、 丸木 (1965)、 藤岡 (1995)ら
の主張を総括すると、 平和教育とは、 平和研究 ・教育 ・実践の 3つの領域の組み合わせにより未来
志向で行われるべきで、 恐れなど感性的な部分も認知しつつ、 平和の概念の多様さを理解し、 プロセ
スとしての平和を理解し、 安全保障や史実に関する知識を備え、 異文化理解を促進することができる
能力を身につけた個人が平和を創造する担い手となるための教育であるという解釈ができる。 以上の解
釈から学習理論を鑑みると、 平和教育はその性質から学習理論としては社会的構成主義、 学習目標
では主に認知領域と情意領域に焦点を当てると分類できよう。 ここまでで、 平和教育についてもさまざま
な定義、 解釈を見てきた。 平和という概念、 また戦争や紛争にも多種多様なケースがあり、 一つの事
象をとっても社会的背景、状況により解釈が異なる。 そのため、知識が社会的に構成されるということと、
究極的には問題解決を目指していることにより、 平和教育は特に社会的構成主義を取るものと考えられ
る。 また、 3つあるうちの学習目標の分類としては、 精神運動技能領域が全く含まれないとは言い切れ
ないが、 知識を構成するということと感性的な発達を主眼に置いていることから、 認知領域と情意領域
に焦点が当たると言える。
平和教育においては、 認知領域と情意領域に焦点を当て社会的構成主義的に知識を構成していくこ
とが望ましいと考えられることは前述の通りだが、 心理学の領域で、 さらに踏み込んで、 平和を達成す
る個人の資質を明らかにしようとした著名な研究者らがいた。 Jean Piagetは、 紛争を解決する資質と
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いうものは、 多様で複雑な問題を個人の中で関連付け解決策を見出す能力であると説いた。 そして、
このために必要な能力は、脱中心化 (decentering)であると述べた [Piaget 1974:136]。 脱中心化とは、
もともとPiagetが提唱した認知発達段階での能力を表したものである。 児童の発達段階で、 2 〜 7歳
頃の前操作期では、 ものごとを自分の観点からのみ自己中心的にしか見られないと言われているが、 7
〜 11歳頃の具体的操作期へ移行する段階では、 さまざまな情報を組み合わせ自分と他者の観点が違
うということを理解し、 ものごとを他者の観点からも客観的に見られるようになる。 これをPiagetは脱中心
化と説いている。 平和教育の文脈でいうと、 この脱中心化により、 事象やものごとの多様な側面の理
解を促進し、 個人の思考を主観的で自己中心的なものから脱却させ、 客観的な観点を得ることを目指
すものである。 脱中心化は、 己の考え方を唯一絶対のものだと考えず違う考え方を理解しようとする姿
勢や、 相手の観点と自分の観点を相互に連関させることにより得られる。 しかし、 そのために自身の信
念や感情を殺すことではない [Ohama 2000]。 学習者が教育により脱中心化を達成するためには、 学
習者が新しく学んだ価値観や観点と既存のそれらとの間で、 心理的、 内面的な葛藤を経験することが
必要である [Parrat-Dayan 2005]。 この過程により新しい価値観や観点を構成していくことが、 Piaget
の主張するところの構成主義である。
Piagetの主張を基盤に、 さらにGordon W. Allport(1960)は、 国際紛争を解決して世界平和を達
成するための伴となる要素を明らかにしようとし、 個人の意識こそが重要であると説いた。 そして、 脱中
心化の中でも、 具体的には、 認知的、 また情意的な脱中心化に下支えされた国境を超えた一体感の
意識が必要であると主張した [Allport 1960]。 認知的な脱中心化は、 平和教育で扱う平和、 戦争、
紛争等のテーマに関する幅広く深い知識を身に付けることで達成される。 個人の中で認知的な脱中心
化が進んでいれば、 例えば一つの紛争のケースの解決方法を模索するとき、 過去の似たような他の紛
争のケースで何通りかの解決方法があったことを知っていれば、 紛争解決方法の検討の選択肢が広が
るだろう。 また、 情意的な脱中心化は心理的なプロセスと関連づけられ、 共感や同情というものが伴と
なる。 この能力は、 例を挙げると、 虐げられた者の痛みを想像することを繰り返すことなどで訓練される
だろう。 自己中心的な状態は児童の発達の段階であることが知られているが、 Allport(1960:175)は、
すべての国で多くの大人が認知的にも情意的にも脱中心化を達成していないと指摘している。
認知的、 情意的脱中心化の促進を助け、また平和を創造する担い手として必要と考えられるスキルと
して、 文化を超えて人と交流する能力、 異文化間能力があげられる。 Perry & Southwell (2011:455)
によると、 異文化間能力とは、 知識、 態度、 スキルと行動などの側面で構成され、 効果的で適切に
他の文化圏の人 と々交流する能力と定義されている。 この能力は、 曖昧さへの寛容、 行動の柔軟さ、
コミュニケ シーョン能力、知識探訪、他者への敬意と共感の側面があり、すべての側面が認知、感情、
態度、 行動から構成されている [Hiller & Wozniak 2009:455]。 しかし、 この能力の獲得はそう簡単で
はなく、 いくつかの壁があると言われている。 Barna (1997)は、 異文化間交流を妨げる壁について述
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べている。 それらの壁としては、相手の文化的背景と自分のものが類似していると思い込んでしまうこと、
言語の壁、 非言語のジェスチャー の解釈の違い、 先入観と固定観念 （ステレオタイプ）、 良い ・悪い
などと評価してしまう傾向、 強い不安があるという。 これらの壁は不安や不確かさの感情を引き起こし、
相互理解する際の壁になる。 相互理解促進のためには、 この不安や不確かさの感情をコントロールす
ることが必要になるとGudykunst[1988, 1993, 1995, 1998]は Anxiety/Uncertainty Managementのモ
デルの紹介とともに主張している。
1. 4. 平和教育の限界
前節では平和教育の学習理論上の位置付けと、 平和に資するために求められる資質について
述べた。 その上で、 現状、 高等教育で行われている平和教育の限界あるいは不足しているもの
について考察したい。 それは、 Richmond(2008)、 Galtung & Webel(2007)、 Piaget(1974)、
Allport(1960)、 児玉 ・佐藤 ・中西 (2004)、 池尾 (2002)らによると、 平和教育の内容の偏り、 手法
の不足、 固定化された手段だという。
まず、内容の偏りについて述べる。 平和教育においては、学習者の認知的、情意的な領域を伸ばし、
認知と情意の脱中心化を促進することが望ましいということは前述の通りである。認知の領域において、
平和教育の根本的な概念である「平和」についても、状況、文脈により多種多様な定義が存在するため、
さまざまな角度、 観点からの平和を概念化し学ぶ必要がある。 しかし、 Richmond(2008)が指摘する
には、 平和教育分野の主流理論や実践において、 絶対的で支配的な平和の概念が存在する傾向に
あると言う。 そして、 この主流の理論が世界的に等しく適用可能だという思い込みには注意する必要が
あると述べている。 平和という定義はその社会、 状況等によりさまざまである。 しかし、 あたかも一つの
平和があるかのように教育を進め、さらにある現場でその一つの平和を基盤に平和構築の実践まで行お
うとすると、 その平和が地域の文脈に合わないがために、 その教育や実践が意味のないものになるどこ
ろか状況を悪化させる恐れがあると彼は警鐘を鳴らしている。 そのため、 Richmond(2008:17)は、 目
指すべき平和を概念化する際には、 その状況の政治、 経済、 人口動態、 文化、 宗教、 言語等の
文脈を考慮に入れ、 繊細に定義付けする必要があると説いている。 Galtung & Webel(2007)は、 絶
対的で支配的な主流理論が広く行き渡っている背景としては、 平和教育の土台である社会科学分野自
体の発展が、 植民地時代の西洋の国家制度の構築の歴史と深い結びつきを持っているためと分析して
いる。 つまり、この主流理論は西洋の考え方に偏っていて真にグローバル化しているとは言えないため、
Galtung & Webel(2007:398)は、平和の概念を考える際に、国家の概念を超えるだけでなくジェンダー、
世代、 人種、 民族、 国籍や社会階層を超えて価値創造をする超越したパラダイムを創出することが不
可欠であると主張する。
次に、 手法についての不足を述べる。 平和教育により認知的、 情意的な領域を育成するにあた
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り、 現行の平和教育の手法は知識偏重型で認知分野にのみ焦点が当たりやすいということである。
Parrat-Dayan(2005)は、 Piagetの主張を引用しながら、 近年の教育全般が知識偏重型であると指摘
している。 また、 教育において、 人間が社会の中で調和的に共存することを学ぶための他者とのインタ
ラクションが軽んじられていると説いている。 平和教育でも、 その目的の一つとして異文化理解を促進す
るスキルを得ることが挙げられている。 そのために知識の獲得はもちろん不可欠なことだが、 他者の気
持ちを想像することのできる情意的な脱中心化を達成するためにも、 また認知的な脱中心化を促進する
ためにも、 特に違う考え方を持った他者とのインタラクションは重要である。 これを達成するための新たな
手法を平和教育に取り込む必要がある。
最後に、 平和教育の固定化された手段について述べる。 平和教育が、 あまり柔軟性のない提供の
され方をしているという指摘である。 特に公教育において、 平和教育は教室の中での授業として行わ
れることが多く、 他の手段が取られることはなかなかないということだ。 平和教育が、 平和を創造する
行動が取れる人材の育成とするならば、 知識の獲得に加えて、 上述したように他者とのインタラクション
にも焦点を当てるべきである。 つまり、 平和や紛争に関するさまざまな文脈や状況に学習者が触れ、 多
様な背景や考え方を持つ他者とのインタラクションを通じて、 他者とのコミュニケ シーョン能力、 交渉にお
いて適切な態度やスキルを発達させ行動変容を起こすことを目指すことが肝要である [池尾　2002; 児
玉 ・佐藤 ・中西　2004]。 この目的のためには、 教室の中だけでの知識の学習のみにとどまらず、 他
の手段での教育機会の提供が望まれる。 児玉・佐藤・中西 (2004)は、理想的な代替手段として平和、
紛争関連分野におけるインター ンシップ、 ボランティアやスタディツア をー挙げている。 これらの機会により
異なる背景を持つ人 と々インタラクションし共同作業を行うことで、 平和構築実践のためのスキルを身につ
けるのである。 近年、高等教育の現場においてはこのような取り組みも見られるようになってきた。しかし、
経済的にもロジスティクス的にも、 また実際に紛争地へ赴くという場合には安全面でも、 これらの手法を
主流に取り込むためには現実的な壁がある。
2. 新しい平和教育の試み
平和教育の効果を最大化し、 学習者に行動変容まで起こさせ平和に資する人材を育成するために
は、現状の平和教育において内容、手法、手段に限界が見られるとされていることは前述の通りである。
本章では、 これらの限界を鑑みた上で、 現状の平和教育の提供のされ方をどのように変革させればより
良い平和教育が提供できるのかということについて考えたい。 また、 その考えを反映させて実際に高等
教育で行われている平和教育のプログラムについて紹介したい。
2. 1. 平和教育の限界を超えるメカニズム
平和教育の内容の偏りについては、 平和教育の基盤分野である社会科学の興りが西洋の国家体制
の発展と深く関連づけられてきたことから、 平和の概念そのものも西洋から興った考え方に偏っていると
26
福田　彩　Fukuda Aya
Can Education Make Peace? – Discussion on the Multilateral Online Education Program in Peace and Confl ict Studies
教育で平和はつくれるのか？ ― オンラインを用いた多国間での平和構築 ・紛争予防プログラムについての考察
いう指摘があった [Galtung & Webel 2007]。 そのため、 西洋の文脈だけでなく、 多様な文脈におい
ての平和や紛争に関する概念を学ぶことが望ましい。 教育プログラムを実施するにあたり、 一度で世界
中のあらゆるケースを学ぶことは不可能に等しいが、 平和教育の行われている地域の文脈に焦点を当
て、 少なくともその地域ならではの平和や紛争の概念を学ぶことはできるのではないだろうか。
また、 手法の不足については、 知識偏重をバランスのとれたものにするため、 Parrat-Dayan(2005)
が説いたように他者理解と共存のための調和を促進するため、 背景の違う他者とのインタラクションに重
きを置く仕組みを取り込むことが望ましい。 これにより情意的脱中心化が促進され、 ひいては認知的脱
中心化の強化にも繋がるだろう。
手段の限界を乗り越えるためには、 従来の教室内で行われる授業に代表される手法での知識獲得
に加え、 実際に平和に資する仕事の実践に近いことを体験することで行動変容が促進されるという提
言があった [池尾 2002; 児玉 ・佐藤 ・中西 2004]。 しかし、 学習者をスタディー ・ツアー等に参加させ
ることによりこれを実現するためには予算的、 人的資源等さまざまな壁がある。 これらの壁を乗り越える
手段として、 背景の違う、 紛争地帯に住んでいる他者とですらインタラクションしながら共同作業を推進
するため、 オンラインを使った遠隔教育の手法をLeonard, Elizabeth & Marta(2010); Rogers(2009); 
Song(2009)らが提案している。
異なる背景を持つ参加者同士の理解促進のためのオンラインによるインタラクションを推進する際に心
理的な壁となり得るものは、 Allport(1954:14-15)が指摘するところによると、 偏見だ。 さらに近年の研
究でKay(1997)によると、 偏見は脱中心化の過程を妨げる要因ともなり得るため、 教育の手段をデザイ
ンする際に、 これを取り除く取り組みが必要となるという。 Allport(1954)は偏見を、 間違っていてかつ
固定化された一般化に基づいた嫌悪感と定義した。 のちに、 Eagly & Diekman(2005)は、 Allport
の言う定義における一般化について、 必ずしも固定化されていない場合もあり時により変化する場合もあ
ると述べている。 そして彼らは、 偏見とは、 ある社会的グル プーが一般的に持っているだろうと思われ
ている性質 （このことをステレオタイプという） と、 その社会的グル プーが実際に価値のある社会的役割
を果たすために持っている性質との間の不一致により起こると考えている [Eagly & Diekman 2005]。
Allport(1954)は、 他者とのインタラクションの妨げになる可能性のある偏見をいかにして取り除くことが
できるかを考えてきた。その結果、彼はコンタクト仮説を生み出した。1900年代初頭には、コンタクト（接触）
は紛争を生むものと悲観的に捉えられてきた [Sumner 1906]。 しかし、 1943年にアメリカのデトロイトで
起こった暴動の際に、 隣人同士は対立しなかったという Lee と Humphrey の分析が、 Allport がコン
タクトの効果に着目するきっかけとなりコンタクト仮説が発展した。 Kramer(1950)、 Mackenzie(1948)、
Stouffer(1949)、 Williams(1947)らの研究を基盤にAllport が提唱したコンタクト仮説とは、 異なるグ
ル プー間の偏見は、 共通の興味とゴールを追求する仕掛けがあり、 組織的な支援によりグル プー間同
士の平等の地位が保証されるときに減るというものだ。 そのため、 平和教育において異なる背景を持つ
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参加者がインタラクションを持つ機会を設ける場合、教育の提供者は、参加者が平等な地位にあること、
参加者の間に共通のゴールがあること、 そのゴールに向かって協力的な態度で協働できる状況にあるこ
と、 そしてその協働を、 教員を含む機関など第三者が明らかに支援していることがわかることの条件を
満たす場をデザインする必要があると言える [Allport 1954; Pettigrew & Tropp 2005]。
なお、 平和教育は理論と実践をつなぐものであるべきで、 平和を創造する人材を育成することに究極
の目的がある。 つまり、 認知、 情意の脱中心化を発展させ、 それが物事に対する姿勢に現れる態度
を変容させ、最終的にはこの態度変容を平和に資する行動の変容にまで昇華させることが肝要である。
しかし、 この平和に資するための行動変容が達成されたかどうかを教育現場で測定することはほとんど
不可能と言って良い。 Ikeda(2017)によると、 その理由としては、 実際に行動が変わったかを長期に
渡り追跡調査することは参加者の卒業などにより難しく、 もしも長期に測定できたとして望ましい行動変容
が見られたとしても、 それは行った平和教育の介入の効果だけによるものかどうかはもはやわからない。
社会科学において多くの場合課題となることだが、 外部要因の影響の可能性が排除できないからだ。
そこで、 この限界を乗り越えるために Ikeda(2017)は、 このようなケースの場合、 Ajzen(1991)の the 
theory of planned behaviorを適用するのが有効であろうと提案している。 これは、 態度と行動の関係
を説明した理論で、 行動を導く、 また行動に影響を与える要素に着目することにより、 行動を起こす要
因である意図を予測するものである [Ajzen 1991]。
伝統的な心理学では、 態度が行動を予測する要素になると論じられてきたが、 近年、 実は態度と行
動は必ずしも一致しないということが知られてきた [Ikeda 2017]。 これを解決するものとして提唱されたの
が Ajzenの計画行動理論 （the theory of planned behavior） だ。 この理論では、 行動を規定する
要因として、 ある行動を取ろうとする人の動機や意思に表される 「行動意図 (behavioral intention)」
があり、 この行動意図を決定づける要素として、 新しい行動を起こそうとする自身の態度に関する 「行
動誘発態度 (attitude toward the behavior)」、 属しているグル プーの人がその行動をどう思うかという
「主観的規範 (subjective norm)」、 自己効力感や行動を起こすための能力があるかどうかの制御可
能性から構成される、 ある行動ができるかどうかの判断に関する 「行動統制感 (perceived behavioral 
control)」 で構成される。 つまり、 この理論では、 自分の中である行動を起こそうとする態度があり、
自分の属しているグル プーの人もそれを好ましいと思っていると自分が思い、 その行動を起こすことができ
ると自分が考えた時に行動意図が高まり、 実際の行動に移すことになる、という仮説を説明したものだ。
この理論を平和教育に当てはめて考えると、 幅広く深い知識やスキル獲得により認知的脱中心化が促
進されれば学習者の行動統制感を発展させることができ、 情意的脱中心化が促進されることによりその
行動に対する行動誘発態度も変容し、 平和教育を受けている環境により主観的規範も後押しされること
と考えられる。 Ikeda(2017)は、 平和教育によりこれらのことが達成された時、 行動意図が高まり、 学
習者の平和に資する行動変容が達成されると予測され得ると説いている。
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2. 2. PCSグローバル・キャンパスプログラム
前述の限界を乗り越えることを目指し実施されている教育に、 東京外国語大学の 「PCSグローバル ・
キャンパスプログラム」 （GCP）がある。 GCPは学習者の平和構築に貢献する資質を伸ばす目的のもと、
東京外国語大学大学院平和構築 ・紛争予防講座で実施されている、 紛争経験のある9つの国／地
域にある大学をオンラインで接続した多国間での遠隔教育授業である。 取り組みとしては 2006年、 文
部科学省の大学教育の国際化推進プログラムの補助金を受けて開始され、 2020年現在も継続されて
いる。 参加大学は、 アフガニスタンのカブール大学、 カンボジアのパニャサストラ大学、 インドのニルマ
ラニケタン ・カレッジオブソーシャルワ クー、 インド側カシミー ルのイスラミックユニバーシティオブサイエンス
アンドテクノロジー、 インドネシアのガジャマダ大学、 パキスタンのカイデアザム大学、 パキスタン側カシミ
ールのアザッドジャンムアンドカシミー ル大学、 スリランカのペラニデヤ大学と日本の東京外国語大学であ
る。 仕組みとしては、各大学の各教室をオンラインで同期接続し、共同で授業や研究を行うものである。
なお、 筆者はコーディネ ターー として 2007年よりGCPの運営に携わっている。
GCPを立ち上げた東京外国語大学大学院平和構築 ・紛争予防講座の教授である伊勢崎は、 この
プログラムを通して学習者の視点の多様化をしたいと話している。 これは、 GCPが、 背景の違う参加
大学の学習者間のインタラクションを通じて、 認知的、 情意的脱中心化を促そうとしていることに他なら
ない。 紛争経験地域での実務経験も豊富な伊勢崎が言うには、自分の紛争を経験している最中の人々
は、 自分の紛争が世界で唯一で最も過酷なものと考えがちだということだ。 これは、 困難な状況下にお
いては至極当然の傾向とも言えるが、 紛争の解決策を探りこれからの社会を担っていく人材として高等
教育を受けている学生にとっては、 この考え方は将来への選択肢を狭めることにも繋がりかねない。 そ
こで、 学習者に、 世界で起こっている他の紛争にも目を向けさせるべく多様な紛争を経験した、 あるい
は経験している学習者をつなげ、 相互に学ぶ機会を作り出した。 また、 アジア諸国の大学が参加校で
あることから、 当該分野で主流となっている西洋発祥の理論だけに則るのではなく、 アジア地域ならで
はの文脈で関連概念を考えることも視野に入れている。 これらのことは、 平和教育における限界と指摘
されてきた内容の欧米発祥の理論への偏り、 知識偏重型の手法についての不足、 通常の教室内だ
けで完結する固定化された授業手段を超える一助となっている。
GCPでは、 英語を使用言語として、 その開始から年に 1回ずつ、 2種類のコースを提供している。
一つが基礎コース (Basic course)、 もう一つが上級コース (Advanced course)だ。 双方とも同期型の
オンラインにより各大学の教室を接続しインタラクションを重視しながら授業を行うデザインには変わりがな
いが、 基礎コースでは理論を中心に勉強し、 上級コースでは一歩進んで理論に加えて共同研究活動
を行う。 基礎コースでは、 例えば紛争と平和等の基礎的な概念、 紛争解決、 正義と和解、 コミュニ
ティと平和構築など、 各大学の参加教員の専門分野を活かした講義を各大学が持ち回りで行い、 授
業中には参加学習者が教室横断的に質問をしたり、 教員より提示された討論トピックに基づいて意見を
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述べ合ったりし、 各国、 各地域の多様な見解を学ぶ仕組みとなっている。 上級コースでの講義は共同
研究のための準備の位置付けとなる。 紛争分析や現代の危機に関するケースのいくつかを取り上げ、
学習者に研究方法論についての共通理解を持たせる。そのあと、共同研究実施のグル プー分けをして、
特定のテーマに基づき紛争のケースを分析する。 大学横断的にチーム編成をする場合もあるし、 大学
内でチーム編成をして相手国の紛争のケースについて研究を行い、 相手国からフィー ドバックを得る方
式にする場合もある。 基礎、 上級コースとも、 扱うトピックは固定化されておらず、 その時々によって教
員間での討議により差し迫った問題などを取り入れながら決定される。 本稿では、 このプログラムの効果
を調査した際の一部の結果について報告する。
3. 研究手法
3. 1. アクションリサーチ
本調査の方法論としては、 筆者がコーディネ ターー として本プログラムに深く関わっていることから、
アクションリサーチの手法を採用した。 アクションリサーチは、 もともと社会 /実験心理学者である Kurt 
Lewin が産業界での労働者の行動変革のために考案した手法で、 それが教育現場にも広がった。
アクションリサーチは研究と実践を同時に行うというものであるため、 研究者が実践者でもある時に採用
される手法だ [Greenwood & Levin 1998]。 古くは教育効果の研究は実験室内でのみ行われていた
ことが多かったが、 実験室での研究結果は、 実験室と教育現場との条件や環境が全く異なることから
ほとんど現場に反映できないという問題提起からアクションリサーチに対する関心が高まった [Stenhouse 
1981]。 定義に関しては、 Jefferson(2014:94)の採用しているものが簡潔だ。 Jeffersonは、 アクション
リサーチは現場にいる教育関係者が自分たちの実践をよりよいものにしようとするために行う研究手法だと
述べている。
3. 2.  プログラム評価
本研究の手法としては、 アクションリサーチを基盤としながら、 プログラム評価の枠組みを用いた。
プログラム評価はアクションリサーチでよく使われる手法の一つで、 実行しているプログラムにおいて改
善すべき点を見出すため、 質を評価するため、 説明責任を果たすためなどに使用される [Davidson 
2005:2]。 プログラム評価において第一人者である Weiss(1998)は、 プログラム評価を、 明確な、 また
は潜在的な基準から考察した、 運営やプログラム ・政策の成果に着目したそれらの改善に資する手法
としての体系的なアセスメントであると定義している。 プログラム評価では、 プログラムを計画する段階、
開発する段階、 実践する段階、 完了した段階と全ての段階を考察の範疇に入れる [Rossi, Lipsey & 
Freeman 2004]。 段階としては、 ニーズアセスメント、 ゴールの設定、 プログラムデザイン、 プログラ
ム実践、 プログラム成果、 プログラム効率、 プログラム改善および継続性というステージに分けられる
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[Ikeda 2010:48-53; Rossi, Lipsey & Freeman 2004:39-41]。 説明責任を果たすことが必要な組織、 例
えば国連機関や助成財団などが多様な独自のプログラム評価枠組みを提案しているが、 本稿で考察す
る調査実践ではプロセス評価とアウトカム評価を行った。 プロセス評価は、 プログラムが行われている過
程に着目するものであり、 プログラムでどのような活動が実践され、 その質はどの程度で、 強みと弱み
は何かということを明らかにするものだ [Chinman, Imm, & Wandersman 2004:4]。 アウトカム評価は、
プログラムを実施した結果に着目するもので、 望ましいゴールを達成して成果とインパクトを生んだかどう
かについて調査するものだ [Chinman, Imm, & Wandersman 2004:115]。 本稿では、 アウトカム評価
の結果の一部について考察する。
3. 3. ロジックモデル
GCPは、 学習者が、 紛争についての繊細さを持ちながら多様な観点を備えつつ平和構築に資する
能力を伸ばすことを目的としている。 そのため、 GCPのゴールとしては平和構築に貢献できる人材の資
質としてGCP教員間で討議され決定された、 認知的／情意的脱中心化、 モラル、 価値、 スキルの
育成の側面に着目した。 そこで、本稿で議論する研究結果を導き出したリサーチクエスチョンとしては、
GCPが、 学習者の認知的／情意的脱中心化、 モラル、 価値、 スキルを発展させたかどうかというも
のを提起した。 これに回答するために、 アウトカム評価に着目した。 また、 この目的を達成するための
道程を示す目的でプログラム全体のロジックモデルを作成した。
プログラム評価に蓄積された知識と経験のある助成財団であり、 目的によってさまざまなプログラム評
価枠組みを持っているW. K. Kellog Foundation(1998)は、 アウトカム評価においてプログラムが望まし
いインパクトを生んだかどうかを予測するためには、 ロジックモデルが有用であると説明している。 本稿で
は、 W. K. Kellog Foundation(1998)の提案しているロジックモデルの中で、 アウトカムモデル、 アクティ
ビティモデル、 理論モデルを統合し、 特にアウトカムモデルに重きを置いた。 アウトカムモデルは、 プロ
グラムの開始、 活動、 目的、 ゴールまでの相互関係を明らかにするもののため、 そのプログラムの効
果を測定するための指標に適している。 また、 アクティビティモデルはプログラムの活動に着目して過程
を追うもの、 理論モデルはプログラムの仮説に基づいた理論的枠組みに着目するモデルである。 アウト
カム評価の実施方法としてChinman et al.(2004)は、 学習者への調査には、 １） プログラム実施後の
みに行う、 ２） プログラム実施前後に行う、 ３） プログラム参加者およびプログラムに参加していない対
照群に対してもプログラムの実施前後に行う、 という三つの選択肢があると言っている。 本研究では対
照群は用意していないため、 ２） のプログラム実施前後に調査を行うこととした。 具体的には、 同じ調
査票に対してプログラム実施前と後に学習者に回答してもらい、 その前後の変化の違いを比べることを
行った。
以下の図 1が、 W. K. Kellog Foundation提案の枠組みを基盤に作成されたロジックモデルである
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[Fukuda 2017:125]。 図の左から、 本プログラムが誰に対して行われたかということ （For whom）、
前提となっている活動 （Assumptions）、 プログラムの過程 （Process）、 望ましい成果 （Desired out-
comes）、 成果を達成したかどうかの測定方法 （Measurements） が示されており、 成果が達成された
と測定されると先に紹介した the theory of planned behaviorの行動意図を満たすことになり、 それが期
待される行動 （Expected impact on behavior）、 つまり平和構築に資する行動を取ることにつながると
予測されることを説明している図だ。 本プログラムを実行する上でのロジックモデル上の仮説としては、
アウトカム評価において学習者の前向きの成長の成果が測定された場合、 この人材が将来、 平和構
築に資する行動を取るのではないかという期待だ。本プログラムが誰に対して行われたかということでは、
GCPのメンバー大学からの学習者が対象となった。 前提となっている活動としては、 GCPは主に、 平
和構築 ・紛争予防に関する知識獲得機会と、 複数の大学からの参加者間でのインタラクションの場を
提供する。 このインタラクションは、 前述の Allport による成功するコンタクトのための注意点を鑑みデザ
インされた。 望ましい成果としては、 関係教員間で討議されて決定された、 認知的 ・情意的脱中心化
および平和構築に資する人材となるために必要なモラル、 価値とスキルを発展させることを掲げた。 測
定には、 これらの能力を育成できたかどうかを測る手段として教員間で討議され決定されたいくつかの尺
度を用いた。
図１　ロジックモデル [Fukuda 2017:125]
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3. 4. インストラクショナルデザインモデル
前述のロジックモデルを教育プログラムに落とし込んだ際にどのような教育プログラムのデザインになるか
ということを考えるために、インストラクショナルデザインの手法を用いた。 インストラクショナルデザインとは、
教えることや学びをどのようにデザインし学習効果を最大化させるかを考えるもので、 教育工学の分野で
発展してきた考え方だ。 Rha & Jung(1996)によると、 インストラクショナルデザインは、 教授や学習に関
する問題解決のために、 最適な学習マネジメントシステムや教授手法を開発する活動だと定義されてい
る。 教授の効果、 効率、 魅力を最大化するための学習環境の計画と開発の実践であるとも言える。
インストラクショナルデザインの成り立ちは、 本稿で扱っている平和や紛争に深く関連する。 インストラク
ショナルデザインは、 もともと第二次世界大戦中に、 敵を殲滅するため命中率の高い兵士を量産する手
法として開発されたのだ。 本稿ではこの考え方を、 平和に資する人材育成のために用いる。 インストラ
クショナルデザインモデルの考え方の中で最も有名なものであり、 多くのモデルの基盤となっているのが、
ガニェなどが提案している ADDIE モデルである。 教授法を、 分析 （Analysis）、 設計 （Design）、
開発 （Development）、 実践 （Implementation）、 評価 （Evaluation） のステージで発展させ開発
していく考え方だ [Gagne, Wager, Golas, & Keller 2005:21]。 本稿で対象としているプログラムでは、
この ADDIEモデルを基盤としながら他の多様なモデルを参照して、 以下の図 2の通り独自のインストラ
クショナルデザインモデルを開発した [Fukuda 2017:126]。 主に、 ニーズや環境等の分析、 ゴールと目
的の決定、 プログラム内容やスケジュール等の調整、 コースデザイン、 コースの実践、 コースの評価と
いう6つのステ ジーに分かれており、 それぞれのステ ジーで何を行うかというより詳細なサブステップが付
随している。 このインストラクショナルデザインモデルは、 プログラムを行う上での道しるべのようなものであ
り、 基本的にこの通りにプログラムを推進できていれば必要なことは満たしているということになる。
図２　インストラクショナルデザインモデル [Fukuda 2017:126]
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3. 5. 尺度
ロジックモデルの “Measurement”において、いくつかの尺度を採用した。ロジックモデル上の望ましい
成果に対比させる形で、認知的脱中心化の促進度合いを測るために、 “Immediate Environment”、
“Peace and Confl ict Related Concepts”、情意的脱中心化の促進度合いを測るために、“Psychological 
Underlying Construct”、 “Attitude Survey”、モラルの発展を測るために “Moral Disengagement 
Scale”、価値判断の発展を測るために “Social Justice Scale”、スキルの向上を測るためには “Cultural 
Intelligence Scale”を使用した。 いくつかはGCPの教員間での討議により作成されたもので、 いくつか
は既存に開発された尺度で教員間の合意により採用されたものだ。
“Immediate Environment”はGCP関係教員らが考案した記述式の質問で、 認知的脱中心化の
度合いの測定を目的として、 身の回りの紛争についての学生の姿勢を問うた設問である。 “Peace and 
Confl ict Related Concepts”は、GCP関係教員が提起した、平和や紛争に関する概念に学習者自身
が定義付けすることにより、 概念の実践への適用に関して考えさせる記述式の質問である。 情意的
脱中心化の度合いを測定するための “Psychological Underlying Construct”は、 Feuchte (2010)に
よって作成された選択式の尺度で、 認知的、 情意的な共感、 信頼、 寛容などを測定するものだ。
“Attitude Survey”はGCP教員間の議論により作成されたもので、 シナリオ形式の質問で学習者の考え
を聞き出し偏見やステレオタイプをあぶり出そうとした選択式の尺度である。 モラルの発展を測る “Moral 
Disengagement Scale”は Bandura(1999)により開発されたもので、人々は特定の状況下でモラルから
逸脱し、非人道的な行動をすることがあるという前提で、そのモラルを測定する選択式の尺度として採用
された。平和構築に貢献するにあたって重要と思われる社会正義の価値の度合いを測る尺度としては、
Ajzen(1991)の the Theory of Planned Behaviorを基盤としてTorres-Harding, Siers & Olson(2012)
が開発した選択式の “Social Justice Scale”を使用した。 スキルの向上としては、 “Intercultural 
Communication”の能力に代表される異文化間能力の測定を目指し、学習者が異文化間能力に関す
るスキルを伸ばしたかどうかを測定するために、 Dyne, Ang and Koh(2008)により開発され立証された異
文化間能力を測定する “Cultural Intelligence Scale (CQS)”の選択式の尺度を用いた。
3. 6.  研究手続き
本稿で議論する調査は、 ２013年 11月から12月にかけて行われた基礎コースに参加した学習者を
対象にした。 インドネシアのガジャマダ大学、 カンボジアのパニャサストラ大学、 パキスタン側のカシミー
ルのアザッドジャンムアンドカシミー ル大学と東京外国語大学の学生、 合計 67人が参加登録をし、 男女
はほぼ半数ずつの分布だった。 教授法については、 従来の基礎コースの枠組みに変更を加えた。 従
来の基礎コースでは、 教員がテーマについて講義をし、 その後、 学習者を交えて質疑応答や討論が
行われる形態を取ってきた。 しかし、 この方式では教員が話している時間が多いため、 限られたオンラ
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イン授業時間内において、 学習者同士の国／地域を超えたインタラクションの時間が圧迫されるという指
摘が教員よりあった。 そこで、 今回の実践では学習者同士のインタラクションを最大化させることを目的と
して、 教員ではなく学習者がテーマについての講義を他大学の学習者向けに行うという仕組みに変更し
た。
具体的な方法としては、 事前に各大学がどのテーマを担当するかを決め、 各大学でオフラインセッシ
ョンを行い （インストラクショナルデザインモデル内の “Conduct offl ine sessions”） 学習者は割り振られ
たテーマを教員より学習し、 そのテーマについて各国／地域の紛争のケーススタディも交えながら他大学
の学習者に教えられるよう資料等作成し、 オンライン同期接続時に毎回、 各大学の学習者が持ち回り
で講義 ・質疑応答と討論の取り仕切りを担当するというものだ （インストラクショナルデザインモデル内の
“Students teaching students”）。 この枠組みにより、 学習者の協働、 学習、 異文化間の側面を強
化しようとした （インストラクショナルデザインモデル内の “Collaborative aspect”、 “Learning aspect”、
“Intercultural aspect”）。 なお、 テーマとしては基礎コースで扱われる “Understanding peace and 
conflict”、 “Conflict resolution strategy”、 “Engaging communities in peacebuilding”、 “Justice 
and reconciliation”を対象とし、 最後の週には Round-table discussionを行った。 このような形式で１
週間に約 2時間程度で 1テーマを扱い、 全部で計 5週間に跨った。
プログラムの前後に実施したアンケ トーのデ ター収集は、 回答率を上げるためにコーディネ ターー から
学習者一人一人に、 回答を促すようなメッセ ジーとともに調査票のファイルをメー ル添付で送付した。 そ
れに加えて、 教員経由でも学習者に回答を促してもらった。 この調査を実施する前の回では、 ウェブ
サーベイによるアンケ トーの一斉送信を行ったが、 地域によっては 24時間インター ネットが通じていない
ところもあったため、 十分に回答を収集することができなかった。 そこで、 今回の実践では、 非効率
的にも見えるが一人一人への個別のメー ル配信を行った。 その結果、 今回は事前調査では 60、 事
後調査では 45の回答を得た。 回答のうち、 記述式に関しては描写的に、 選択式に関しては IBM 
SPSS Statistics version 21を使用し、 統計分析のうちの手法の一つであるノンパラメトリック検定法であ
るウィルコクソンの符号順位検定により有意差検定を実施した [Fukuda 2017:126-131]。 有意水準は、
p<0.05とした。 統計分析についてはプログラム前後ともに回答した学習者の回答結果を対比させて行っ
たため、 分析対象回答数は 40となった。
4. 結果
本稿では、 選択式の質問から得られた定量的なデ ターの中で、 統計分析をしたもののうち有意差が
見られたものとして、 異文化間能力を測定する “Cultural Intelligence Scale (CQS)”の測定結果を紹
介する。
“CQS” の 質 問 は、 “Motivational”、 “Cognitive”、“Metacognitive”、 “Behavioral” の 4 つ に 分
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かれており、回答者に、 1から 5までのリカ トースケールで 1の 「大変そう思う」 から 5の 「全くそう
思わない」 まで、該当するランクを付けてもらった。 “Motivational”は他の文化圏の人 と々のインタ
ラクションに対するモチベーションがあるかどうかという5つの質問からなる領域で、「他の文化圏の
人たちと関わることを楽しむかどうか」、「慣れていない文化圏に入ってそこの人と社交的に交流する
ことができるかどうか」 などの問いがある。 “Cognitive”では他の文化圏あるいは人に関する知識を
問うもので、「他の文化の文化的価値や宗教の信念について知っている」、 「他の文化圏の法的あ
るいは経済的仕組みを知っている」 などの問いがある。 “Metacognitive”では、自分が知っている
ことを省みるような領域で、「自分にとってよく知らない他の文化圏の人たちと交流するときには自分
の文化的知識を調整し適応する」、「文化を超えた交流をするときには自分の文化的知識を意識す
る」 などの問いがある。 “Behavioral”は行動に関することで、「文化を超えた交流の時には喋り方
を変える」、「文化を超えた交流の時には非言語行動を変える」 などの問いがある。 回答の前後
比較では、 結果がいずれの領域も後に実施した回答結果が平均値を下げ、ポジティブな変化が
あったことがわかった。そして、 統計分析の結果、 以下の通り、 Motivational, p = .00; Cognitive, 
p = .00; Metacognitive, p = .46; Behavioral, p = .00. となり、 Metacognitiveを除いた 3つの領域にお
いてプログラム前後で有意差が見られた [Fukuda　2017:172-173]。
表１　ウィルコクソンの符号順位検定によるデータ分析結果 [Fukuda　2017:173]
5. 考察
以上の調査により、 GCPでは、 異文化間能力測定を目的とした “CQS”において、 他文化との交流
に対するモチベ シーョン、 他文化に関する知識、 他文化と交流する際の行動様式について、 プログラ
ム実施前後の比較にて、 ポジティブで有意な変化があったことがわかった。 これは、 平和教育の手段
の限界を超えるために児玉 ・佐藤 ・中西 (2004)により提案されていたインター ンシップやスタディツアー
に行けない場合でも、 オンラインで他国と接続する授業により、 認知的、 情意的脱中心化を促進する
助けとなる異文化間能力を発達させられる可能性を示している。 今回の実践では学生のインタラクション
を最大化することに重きを置き教授法がデザインされたため、その教授法の枠組みが、 学習者の “CQS”
に対する回答結果をポジティブに伸ばすことに貢献した可能性がある。 学習者が学習者に対して講義
を行い、 理論とともに自分の国や地域の紛争のケースも紹介するという枠組みが、 国を超えた学習者同
36
福田　彩　Fukuda Aya
Can Education Make Peace? – Discussion on the Multilateral Online Education Program in Peace and Confl ict Studies
教育で平和はつくれるのか？ ― オンラインを用いた多国間での平和構築 ・紛争予防プログラムについての考察
士が交流し理解し合う動機付けとなりこの能力を伸ばしたのではないだろうか。
ただし、 この “CQS”の尺度は質問数が限定されており、 これで全ての異文化間能力が測定できる
わけではない。 また、 今回の実践ではプロセス評価とアウトカム評価で膨大なデ ターを取っており、 それ
らの他の調査結果と“CQS”の結果との綿密な照会、 分析は本稿では行っていないという限界があるこ
とは念頭に置く必要がある。 しかし、 GCPが学習者の異文化間能力を伸ばした可能性があることが示
唆されたことは言える。
異文化間能力については、 一般的には、 例えば海外へのスタディツアーや留学へ参加することでこ
の能力が向上すると考えられている。 しかし、 筆者が最近見た例では、 参加前に認知的にも情意的に
もあまり準備ができておらずモチベーションが高くないと思われる参加者の例では、 むしろ実際の留学に
参加した後に異文化間能力に関する評価が下がった例をある大学の短期留学に関するアンケ トーデ ター
から学んだ [西谷 2020]。 一方、 同じ短期留学において参加前に準備が整っていたであろう参加者に
関しては留学後に異文化間能力に関する能力の評価は上がっていたことを観察したので、 準備が整っ
ていなかった参加者にとっては実際に参加したことによる負荷がその参加者の許容範囲を超えるものとな
り、 ネガティブな方向に留学の作用が転じたのではないかと考えられた [西谷 2020]。 このひとつの原
因としては、 Gudykunst(1988, 1993, 1995, 1998)が提唱する不安や不確かさのマネジメントがうまくいか
ず、 異文化に対する拒否反応を示した可能性も検討され得る。
オンラインで通常の教室にいながらにして他国と接続し学習する環境は、 その意味で、 学習者にとっ
ては異文化に対しての不安や不確かさという感情が直接的に生まれにくい、 安心できる環境と言えるか
もしれない。 いつもの家からいつもの大学に通い、 いつもの教員の指導のもと、 いつもの級友とともにそ
の授業に臨むからだ。 この環境により、 異文化の異なる背景を持つ学習者とも安心してニュ トーラルな
立場を取り学習を進めることができ、 結果として異文化間能力を伸ばすことができたのではないか。 参
加者の立場を平等にすることや、 参加者間で協働して取り組める共通の課題を準備するなど、 Allport
の指摘するところの成功するコンタクトの原則についても、 GCPの教員、 コーディネ ターー が注意を払い
インタラクションをデザインしていたため、 有効に働いたのかもしれない。
ただ、 この取り組みにはやはり運営する教員が伴となる。 もし、 教員の観点がある事象にとって極端
に偏った見方であった場合、 学習者もその観点に引きずられることは容易に想像できる。 特にアジア圏
の大学のような、 教員の権威が大きく学習者は教員を批判的に見るという慣例のあまりない学習環境で
はなおさらだ。 GCPのメンバー大学には、 今なお係争中のインドおよびパキスタン、 またその係争地で
あるインド側、 パキスタン側のカシミー ルからもひとつずつ大学が参加しているが、 政治の対立がこの教
育プログラムの現場に反映されたことは、 かつて見たことがない。 これには、 教員や学習者のもともとの
素養の他に、 数カ国から大学が参加していることにより扱う紛争がインド、 パキスタンの対立に限定され
ないこと、 紛争を扱うときに国対国ではなく例えば正義、 和解、 コミュニティの関わる平和構築、 紛争
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と若者、 マイノリティへの迫害など多くの紛争に共通する切り口から考察することも多いこと、 また世界
の多様な紛争に触れることで自分の紛争に対する視点が相対化 ・客体化されたことなども要因としてあ
ったかもしれない。
そもそも人間は社会動物であり、 常態的に他者とインタラクションをして生きている。 文化のカテゴリゼ
シーョンに関しては、 国や言語だけでなく、 社会経済階層、 ジェンダー、 宗教等さまざまに分けられ、
一人の人間は複数の文化グル プーに属しているということが言える [Rogers & Wang 2009]。 そして、
平和に資する行動を行うには、 実にいろいろな人 と々仕事をすることになる。 具体的には、 例えば国連
による平和構築の取り組みに関しても、 武装解除、 開発、 衛生、 教育、 政治などさまざまな分野があ
るため、 平和を創造する分野においては、 国や文化が違うということだけでなく、 専門分野が違う人と
も協働することになる [国際連合広報センター  2020]。 さまざまな背景を持つ人との協働を促すための異
文化間能力の涵養のために、 物理的に普段と違う環境に赴いて学ぶということだけでなく、 普段の場
所にいながらにしてオンラインのインタラクションによりこの能力が発展され得る可能性は、 教授法の開発
に際して検討するに値するのではないか。
おわりに
本稿を執筆している2020年 5月現在、 日本を含め世界中がコロナ禍にある。 そして、 この感染症
の拡大を防止するために人と人との対面を抑えていることから、 日本、 世界各地の高等教育機関、
GCPのメンバー大学でも対面授業は中止され、 その教授方法がオンライン経由に変更されている。 ま
た、 技術の目覚ましい発展によって、 GCPの立ち上がった 2006年当時には影も形もなかった人と人と
をオンラインでつなげる新しいサ ビースが雨後の筍のごとく興っている。 オンラインで簡単に海外や違う環
境で生活している誰かとつながれることはある面で良いことと言える。 人の孤立化を、 見捨てられること
を防ぐかもしれない。 しかし、 リスクもあるだろう。 例えば、 既に起こっていることだが、 オンラインを通じ
て若者が過激化組織に感化され、 義勇兵として武力紛争に身を投じることはリスクと言えるのではない
だろうか。 ちなみに、 この 「過激化」 という言葉は使用するのが難しい。 思想を 「過激化」 とラベリン
グすることは、 それ以外の思想を持つ人々がそのグル プーとの間に一線を画すことで、 このラベリングは
政治利用されやすい。 また、 過去には過激化という言葉は賞賛され、 前向きな変革の原動力にもなっ
た。 このように、 過激化にはさまざまな側面があるが、 少なくとも暴力を解決の手段にする過激化は平
和を追求する行為とは矛盾すると考えても良いのではないだろうか。 平和のために暴力を使用するという
正当化が過去にも、 また現在でも行われていることがあるが、 本稿はこの立場を取らないため、 オンラ
インによるこのような側面はリスクと考える。
パキスタンに、 若者が暴力的に過激化することを防ぐ取り組みを高等教育機関で行っている教育者で
あり研究者でもある人物がいる。ラホールのマネジメントアンドテクノロジー大学のDr. Fatima Sajjadだ。
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パキスタンでは若者の暴力的な過激化が問題になっており、 高等教育機関もこれに対応するよう中央政
府が指針を出している。 一見恵まれていそうな、 高等教育まで受けることのできるパキスタンの一部の若
者がなぜ暴力的な過激化に魅力を感じるのかについては、 Sajjadは、 かつて原因となり得ると考えられ
てきた経済的な貧困というより、 むしろ政治への不満、 また 「退屈」 もあると分析している。 彼女は、
暴力的過激化がそれらを解決する手段としては適切でないことを教室の中で学生に理解させる取り組み
として、 世の中にはさまざまな考え方があるということをわかってもらう視点の多様化をすることが効果的
だと述べている [Sajjad 2020]。 多様な価値観にさらされることにより自分の考えを客体化して捉え直すと
いうことが、 若者が暴力的な過激化に走るリスクの低減に貢献しているというのだ。 この取り組みは、
GCPの目的とも相通ずる。 視点を多様化することで、 平和に資する人材を育成することだ。 オンライン
学習が常態化してきている世界において、今後もGCPの取り組みを続けながら、視点の多様化のため、
ひいては教育が平和をつくることに貢献するため、 さらなる教授法を探っていきたい。
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